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別紙２ 

提出書類作成の注意点 

 

【様式第１号】申込書 

ア 応募事業者の欄に記入する「商号又は名称」及び「代表者」は、法人の商号

等と代表者名とし、支店や支社名（支店長名や支社長名）での申し込みは認め

ない。 

イ 「担当者」及びその下部の「電話」の欄は、市が提出された申込書の内容に

ついて確認・問い合わせをする場合に、それに対して応答する者の氏名等を記

入すること。 

 

【様式第２号】事業者概要 

ア 「資本金」の欄は、その概念がない公益法人等については、これに代わるも

のを記入すること。 

 ※ 例）社会福祉法人・学校法人は「基本金」、一般社団法人は「基金」 

イ 「支店・営業所等情報」は、本補助事業の提案及び事業の実施について、特

定の支店又は営業所等が主体的に関与する予定である場合に記入すること。本

社・本部が直接事業実施に関与する予定であれば記入不要とする。 

 

【様式第３号】事業実績調書 

ア 児童福祉事業又は類似事業の事業実績について、本様式１枚につき最大３項

目まで記入すること。４項目以上の事業実績について調書を提出しようとする

場合は、本様式を複数枚使用して作成すること。 

イ 項目ごとの記載方法は任意とする。 

 ※ 例として、同種の事業を複数箇所実施している場合に、同一事業として一

項目に記入するか、実施箇所ごとに複数項目に分けて記載するかは任意とす

る。 

 

【様式第４号】企画提案書 

ア 提案者は、原則として、様式第１号の応募事業者と同一の者とする。 

イ 提案書の内容には、自主事業に関する内容についても記載すること。 

 

【様式第５号】職員体制・配置予定表 

ア 「１．施設管理者」となる者を記入すること。 

イ 「３．職員配置予定者一覧」の「資格・経験等」の欄は、配置を予定してい

る者が守谷市遊育施設の運営管理に資する資格・経験等を有する場合や、資格

や経験を有することを前提に職員を採用しようと計画している場合に記入する

こと。 
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【様式第６号】収支予算書 

ア 令和８年度分から令和１２年度分までの５年分を想定して収支予算書を作成

すること。 

イ 「収入の部」「支出の部」とも備考欄に積算根拠や具体的な経費の内容等を記

入すること。 

ウ 必要に応じて枠の幅を調整して作成すること。また、事業者独自の書式使用

も可とする。 

 

【様式第７号】質問書 

ア 質問が複数ある場合は、本様式を複数枚使用して作成すること。 

イ 寄せられた全ての質問に対する回答を、令和７年１０月２９日（水）までに

市ホームページに掲載する。 

ウ 提出された質問の趣旨等を確認するため、必要に応じて市から質問者に対し

て連絡をする場合がある。 

エ 資格を有する応募事業者から提出された質問であっても、本募集要項に直接

関係のない内容については回答しない場合がある。 

 


